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2.2.4 土壌 

土地分類基本調査結果（沖縄本島中南部地域）より土壌分布図を図 2.2.18 に示す。 

表層土壌は、沿岸部が中粗粒強グライ土壌である。 

土地分類基本調査結果（沖縄本島中南部地域）を基に、宜野湾市と沖縄県全域の傾斜区分を整

理し、表 2.2.37、図 2.2.19 に示す。宜野湾市は、暗赤色土壌が 64％（沖縄県全域は 14％）を

占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.18 土壌分布図 
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表 2.2.37 土壌分布面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.19 土壌分布面積 
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中野は土壌について各々「地下水流出量涵養に対する貢献度による土壌型の類別」と題した分

類を表 2.2.38 のとおり行っている。土壌を降下浸透型（貢献度＜大＞）、飽和側方流型（貢献度

＜小＞）とその中間型の 3 種類に大別すると、対象流域は暗赤色土壌の飽和側方流型（貢献度＜

小＞）が占める割合が大きい。 

 

表 2.2.38 地下水流出量涵養に対する貢献度による土壌型の類別 

貢献度 貢献度＜大＞ 貢献度＜中＞ 貢献度＜小＞ 

文献による

土壌分類 

崩積性未熟土壌(RC) 

火山放出物未熟土壌(RV) 

粗粒火山放出物未熟土壌 

(RV-c) 

風 化 火 山 放 出 物 未 熟 土 壌

(RVM) 

粗粒風化火山放出物未熟土壌 

(RVM-c) 

厚層黒ぼく土壌(AT) 

黒ぼく土壌(A) 

粗粒黒ぼく土壌(A-c) 

淡色黒ぼく土壌(AE) 

粗粒淡色黒ぼく土壌(AE-c) 

褐色森林土壌(B) 

褐色森林土壌（暗色系）(B[DK]) 

粗粒残積性未熟土壌(RG-c) 

多湿黒ぼく土壌(A-w) 

粗粒多湿黒ぼく土壌(Aw-c) 

褐色森林土壌（黄褐系）(B[Y]) 

褐色森林土壌（赤褐系）(B[R]) 

湿性褐色森林土壌(B-w) 

乾性ポドゾル土壌(P-d) 

岩石地(RL) 

高山岩屑性土壌(LH) 

岩屑性土壌(L) 

残積性未熟土壌(RG) 

乾性褐色森林土壌(B-d)* 

乾性褐色森林土壌（黄褐系）

(B[Y]-d)* 

乾性褐色森林土壌（赤褐系）

(B[R]-d)* 

湿性ポドゾル土壌(P-w)* 

赤色土壌(R) 

黄色土壌(Y) 

暗赤色土壌(DR) 

細粒グライ土壌(G-f) 

グライ土壌(G) 

粗粒グライ土壌(G-c) 

＊貢献度中と小の中間程度とも考えられる。記号は土地分類図（国土庁）による 

出典：中野秀章「森林水文学」共立出版（株） 
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2.2.5 表層地質 

土地分類基本調査結果（沖縄本島中南部地域）から表層地質図を図 2.2.20 に示す。 

表層地質は、概ね沖積層粘土・シルト・砂・礫（第四紀）であり、南東部には琉球石灰岩（第

四紀）がある。 

土地分類基本調査結果（沖縄本島中南部地域）を基に、宜野湾市と沖縄県全域の傾斜区分を整

理し、表 2.2.39、図 2.2.21 に示す。宜野湾市は、琉球石灰岩が 72％（沖縄県全域は 25％）を

占めている。 

中野は土壌と同様に、表層地質について各 「々基底流量涵養に対する貢献度による表層地質の

類別」と題した分類を表 2.2.40 のとおり行っている。表層地質を降下浸透型（貢献度＜大＞）、

飽和側方流型（貢献度＜小＞）とその中間型の 3 種類に大別すると、対象流域は琉球石灰岩の降

下浸透型（貢献度＜大＞）が占める割合が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.20 表層地質図 
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表 2.2.39 表層地質分布面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.21 表層地質分布面積 
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表 2.2.40 基底流量涵養に対する貢献度による表層地質の類別 

貢献度 貢献度＜大＞ 貢献度＜中＞ 貢献度＜小＞ 

文献による

表層地質分

類 

未固結堆積物 

礫を主とする g(A,D) 

砂を主とするｓ(A,D) 

礫，砂を主とする gs(A,D) 

岩屑を主とする cl(A,D) 

 

半固結，固結堆積物 

礫岩を主とする cg(D) 

砂岩を主とする ss(D) 

礫岩，砂岩互層を主とする 

alt,gs(D) 

石灰岩を主とする ls(A,D) 

 

火山性岩石 

火山砕屑物 Py(A,D,Ta,Tp) 

集塊岩，凝灰角礫岩質岩石

Ag(D) 

凝灰岩質岩石 Tg(D) 

安山岩質岩石 Ab(A,D) 

溶結凝灰岩質岩石 Wg(A,D) 

 

変成岩 

圧砕岩質岩石 Mg(M,P) 

ホ ル ン フ ェ ン ス

Hg(Ta,Tp,M,P) 

 

地質構造 

破砕帯周辺地区 

 

未固結堆積物 

砂，泥を主とする sm(A,D) 

礫，砂，泥を主とする gsm(A,D) 

 

半固結，固結堆積物 

礫岩を主とする cg(Ta,Tp) 

砂岩を主とする ss(Ta,Tp) 

礫岩，砂岩互層を主とする 

alt,gｓ(Ta,Tp) 

礫岩，砂岩互層を主とする

alt,sm(D,Ta の一部) 

石灰岩を主とする ls(Ta) 

 

火山性岩石 

集塊岩，凝灰角礫岩質岩石

Ag(Ta,Tp) 

凝灰岩質岩石 Tg(Ta,Tp) 

流紋岩質岩石 Ry(D) 

安山岩質岩石 Ab(Ta,Tp) 

玄武岩質岩石 B(D) 

溶結凝灰岩質岩石 Wg(Ta) 

 

深成岩 

班岩質岩石 Qp(Ta,Tp,M) 

斑糲岩質岩石 Gb(Ta,Tp,M,P) 

花崗岩質岩石 Gg(Ta,Tp,M,P) 

閃緑岩質岩石 Dr(Ta,Tp,M,P) 

角閃岩質岩石 Am(P) 

栃岩質岩質 Ph(Ta,Tp,M) 

 

変成岩 

黒色片岩質岩石 Bs(M,P) 

緑色片岩質岩石 Gs(M,P) 

片麻岩質岩石 Gn 

 

未固結堆積物 

泥を主とする m(A,D) 

 

半固結，固結堆積物 

礫岩を主とする cg(M,P) 

砂岩を主とする ss(M,P) 

泥岩を主とする ms 

(D,Ta,Tp,M,P) 

礫岩，砂岩互層を主とする

alt,gs(M,P) 

砂岩，泥岩互層を主とする

alt,sm(Ta,Tp,M,P) 

礫岩，砂岩，泥岩互層を主とす

る alt,gsm(Ta,Tp,M,P) 

ケイ岩質岩を主とする ch(M,P) 

輝緑凝灰岩を主とする sch 

(Tp,M,P) 

石灰岩を主とする ls 

(Tp,M,P) 

 

火山性岩石 

凝灰岩質岩石 Tg(M) 

流紋岩質岩石 Ry(Ta,Tp,M) 

安山岩質岩石 Ab(M) 

玄武岩質岩石 B(Ta,Tp,M) 

溶結凝灰岩質岩石 Wg(Tp,M) 

 

深成岩 

流紋岩質岩石 Sp(Tp,M,P) 

 

 

記号は土地分類図（国土庁）による 
A：沖積世，D：洪積世，Ta：新第三紀，Tp：古第三紀，M：中世代，P：古生代 

出典：中野秀章「森林水文学」共立出版（株） 
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2.3 社会特性に関する資料 

社会特性に関する資料として、土地利用、人口・産業、水利用、上下水道等に関する資料を収

集する。 

 

2.3.1 土地利用 

(1) 土地面積の変化 

普天間飛行場一帯を包含する宜野湾市を対象に、昭和 50 年（1975 年）～令和 2 年（2020

年）の期間において国勢調査実施年（5 年毎）に地目面積を収集した。表 2.3.1、図 2.3.1 に

地目面積の変化を示す。昭和 50 年（1975 年）以前のデータは不明である（宜野湾市確認）。 

昭和 50 年～令和 2 年の 46 年間に、畑が 0.12 倍、田が 0.42 倍に減少し、宅地は 1.52 倍に

増加している。 

表 2.3.1 宜野湾市の地目面積の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.1 地目面積の変化 
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宜野湾市の地目面積 (ha)

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2
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宜野湾市 宅地 499.7 604.3 647.3 691.7 708.6 719.7 734.7 746.7 745.9 757.2

田 55.2 50.3 35.4 34.6 34.4 31.0 27.7 27.1 25.9 23.2

畑 351.8 227.2 174.7 142.6 120.7 96.3 85.6 71.4 53.4 43.7

原野 66.7 60.1 51.1 44.0 39.3 36.5 35.5 35.1 38.4 36.1

その他 797.1 918.1 951.4 1,024.0 1,034.1 1,065.0 1,075.5 1,089.7 1,116.4 1,119.7

総数 1,770 1,860 1,860 1,937 1,937 1,949 1,959 1,970 1,980 1,980
出典：宜野湾市統計書

市町村 地目
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(2) 土地利用状況 

土地利用状況の整理は、表 2.3.2 に示すデータを用いて経年変化を整理した。土地利用状

況の変化の特徴は以下のとおりである。 

 

・昭和 51 年～令和 3 年の 46 年間に、その他農用地が 0.09 倍に減少し、建物用地は 1.63

倍に増加している。 

・平成 9 年～平成 18 年の 10 年間に、その他農用地が 0.31 倍に減少し、建物用地は 1.38

倍に増加している。 

 

表 2.3.2 収集資料のリスト（土地利用状況の整理） 

出典 整理年 

国土数値情報 

メッシュデータ 

（1/10 細分区画土地利用データ） 

昭和 51 年度、昭和 62 年度、平成 3 年度、平成 9 年度、平

成 18 年度、平成 21 年度、平成 26 年度、平成 28 年度、令

和 3 年度 

（※分類種別が平成 21 年度で変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.2 土地利用状況の変化 
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図 2.3.3 土地利用変化図（1/2） 

H18年度(2006年度) H21年度(2009年度) 

S51年度(1976年度) S62年度(1987年度) H3 年度(1991 年度) 

H9 年度(1997 年度) 
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図 2.3.4 土地利用変化図（2/2） 

H26年度(2014年度) H28年度(2016年度) R3 年度(2021 年度) 
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2.3.2 人口 

(1) 人口 

宜野湾市を対象として、昭和 15 年（1940 年）～令和 2 年（2020 年）について、国勢調査

年である 5 ヵ年毎に人口を整理し、表 2.3.3、図 2.3.5 に示す。 

宜野湾市の人口は、昭和 45 年から平成 7 年まで急激（25 年で 2.1 倍）に増加し、その後、

令和 2 年までは微増傾向（25 年で 1.2 倍）を示している。 

表 2.3.3 宜野湾市人口の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.5 宜野湾市の人口変化 

元号 西暦 人数
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H27 2015 96,243

R2 2020 100,125
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(2) 将来人口 

宜野湾市では、「宜野湾市人口ビジョン 2020」において、将来人口を推計している。表 2.3.4

の推計条件で算定した宜野湾市の将来人口推計結果を図 2.3.6 に示す。 

 パターン１（国立社会保障一人口問題研究所準拠）の推計では、2035 年に人口がピークに

達し、その後、減少に転じる予測である。パターン２（パターン１を基に基準人口を住民基

本台帳人口に修正し、西普天間住宅地区跡地利用を考慮）の独自推計では、2040 年に人口が

ピークに達し、その後、減少に転じる。 2020 年時点、すでに人口 10 万人に達しており、将

来予測を若干上回って推移している。 

また、パターン２（独自推計）を基に、以下の２つのシミュレーションを行っている。 

 

シミュレーション１：合計特殊出生率が、人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準

の 2.07)を超える 2.10 まで上昇する仮定に基づくシミュレーション。 

シミュレーション２：合計特殊出生率が 2.10 まで上昇し、かつ人口移動が均衡する仮定（転

入一転出数が同数となり、移動がゼロとなる）に基づくシミュレーシ

ョン。 

 

将来人ロシミュレーションの結果を図 2.3.7 に示す。 

 合計特殊出生率が 2.10 まで上昇した場合（シミュレーション１）でも、すでに少子高齢化

が進展しており、2045 年をピークに人口が減少すると予測される。合計特殊出生率が 2.10

まで上昇し、更に人口移動が均衡した場合（シミュレーション２）においても、2050 年をピ

ークに人口が減少に転じる。 

シミュレーション２の場合、2050 年に 110,997 人となる。 
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表 2.3.4 推計条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「宜野湾市人口ビジョン 2020」 
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図 2.3.6 宜野湾市の将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.7 宜野湾市の将来人口シミュレーション 

出典：「宜野湾市人口ビジョン 2020」 
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2.3.3 産業 

宜野湾市を対象として、人口と同じ年次について、事業所数及び製造品出荷額を整理し、表 

2.3.5～表 2.3.6、図 2.3.8～図 2.3.9 に示す。製造品出荷額は平成 27 年以降、増加している。 

 

表 2.3.5 宜野湾市の事業所数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.8 宜野湾市の事業所数の変化 

事業所数

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

宜野湾市 食料品製造業 25 22 22 23 26 26 21 15 30 30 6

飲料・飼料・たばこ製造業 1 1 1 1 - 2 1

繊維製造業 1 - - 5 2 2 2 7 12 10 3

衣服・その他の繊維繊維品製造業 8 4 4 7 9 9 10

木材・木製品製造業 2 1 1 - - - - - -

家具・装備品製造業 4 2 2 6 9 9 8 2 9 9

パルプ・紙・紙加工品製造業 2 2 2 1 1 - 1 - -

出版・印刷同関連産業 10 13 13 8 12 12 7 6 10 7 2

化学工業 - - - - - - - 4 3 1

石油製品・石炭製品製造業 - - - - - - - - -

プラスチック製品製造業 - 1 3 2 1 2 4

ゴム製品製造業 - - - - - - - - -

なめしかわ同製品・毛皮製造業 - - 5 - - - - - -

窯業・土石製品製造業 11 5 4 3 4 3 3 4 5 1

鉄鋼業 - - - - - - - - -

非鉄金属製造業 - - - 2 - - - - -

金属製品製造業 26 24 24 30 27 25 18 7 15 15 1

一般機械器具製造業 4 2 2 2 1 1 2 4 4

電気機械器具製造業 - - - - - - -

情報通信機械器具製造業 -

電子部品・デバイス製造業 -

輸送用機械器具製造業 - - - - - 1 - 1

精密機械器具製造業 - - - - - - 1

その他の製造業 8 5 5 6 8 15 12 3 12 14 2

パインアップルかん詰製造業 - - - - - - -

砂糖製造業 - - - - - - -

EZ 製造業 内格付不能 4

総数 101 80 80 96 102 107 87 43 106 104 17

　注 ：平成22年以降は従業者数３人以下の事業所を除いた統計値 　　　 出典：宜野湾市統計書
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表 2.3.6 宜野湾市の製造品出荷額の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.9 宜野湾市の製造品出荷額の変化 

 

0
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1,600

1,800

2,000

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

（千万円）

年

製造品出荷額

製造品出荷額 （万円）

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

宜野湾市 食料品製造業 663,599 514,943 377,009 264,170 303,834 217,229 155,231 195,833 1,357,702 1,665,251

飲料・飼料・たばこ製造業 X X X X X X

繊維製造業 X - X 12,547 X X X 33,130 65,463 45,352

衣服・その他の繊維繊維品製造業 14,560 8,778 21,928 26,141 25,189 37,169 52,085

木材・木製品製造業 X X － - - - -

家具・装備品製造業 3,379 X 12,710 10,686 24,564 26,754 23,294 Ⅹ X

パルプ・紙・紙加工品製造業 X X X X X - X

出版・印刷同関連産業 10,494 25,194 37,338 156,317 47,854 150,707 81,286 67,977 78,079 X

化学工業 - - - - - - - X X

石油製品・石炭製品製造業 - - - - - - -

プラスチック製品製造業 X 191,704 X X

ゴム製品製造業 - - - - - - -

なめしかわ同製品・毛皮製造業 - - - - - - -

窯業・土石製品製造業 28,901 224,472 237,148 212,218 170,084 171,164 X 123,482 X X

鉄鋼業 - - - - - - -

非鉄金属製造業 - - - X - - -

金属製品製造業 52,389 58,837 69,874 198,731 192,978 62,008 46,362 130,855 X X

一般機械器具製造業 4,333 X - X X X X

電気機械器具製造業 - - - - - - -

情報通信機械器具製造業 -

電子部品・デバイス製造業 -

輸送用機械器具製造業 - - - - - X - X

精密機械器具製造業 - - - - - - X

その他の製造業 4,169 2,702 X 11,845 18,474 23,605 26,182 Ⅹ X X

パインアップルかん詰製造業 - - - - - - -

砂糖製造業 - - - - - - -

総数 797,970 859,144 787,591 1,017,360 1,026,549 714,136 519,205 591,152 1,720,717 1,888,563

　注：S60は、S59のデータ、Ｈ27はH28のデータ、R2はR3のデータを使用 出典：宜野湾市統計書

市町名 項目
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2.3.4 上水道 

宜野湾市を対象として、昭和 15 年（1940 年）～令和 2 年（2020 年）について、国勢調査年で

ある 5 ヵ年毎に給水人口、普及率、年間総配水量、年間有効水量を整理し、表 2.3.7～表 2.3.9、

図 2.3.10～図 2.3.12 に示す。 

宜野湾市の令和 2 年の給水人口は 100,042 人、普及率は 100％となっている。 

宜野湾市には自己水源はなく、沖縄県企業局北谷浄水場の受水のみである。 

北谷浄水場は、 本島中部の北谷町にあり、 1 日当たり 21 万 7,300m3の送水能力を持ち水道用

水では県下最大規模の浄水場である。また、水道水の安定供給を図るため海水淡水化施設を有し

ている。 水源は、西系列・中部河川、倉敷ダムや嘉手納井戸群等で、各処理工程を経て浄水され

た水は、海水淡水化水とブレンドされ、北谷町を始めとする中部と南部の 7 市町町に供給してい

る。 
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表 2.3.7 給水人口、普及率の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.10 給水人口、普及率の変化 
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給水人口 普及率

給水人口及び普及率 年間総配水量 年間有効水量
元号 西暦 給水人口(人) 普及率(％) 元号 西暦 配水量(ｍ

3
) 元号 西暦 有効水量(ｍ

3
) 有効率(％)

S15 1940 S15 1940 S15 1940

S20 1945 S20 1945 S20 1945

S25 1950 S25 1950 S25 1950

S30 1955 S30 1955 S30 1955

S35 1960 S35 1960 S35 1960

S40 1965 S40 1965 S40 1965

S45 1970 S45 1970 S45 1970

S50 1975 57,679 100 S50 1975 8,177,005 S50 1975 6,329,869 77.40

S55 1980 63,873 100 S55 1980 8,836,289 S55 1980 6,780,460 76.70

S60 1985 69,944 100 S60 1985 8,938,554 S60 1985 8,123,185 90.88

H2 1990 76,357 100 H2 1990 9,584,482 H2 1990 9,046,760 94.39

H7 1995 83,068 100 H7 1995 10,405,165 H7 1995 9,956,808 95.69

H12 2000 86,867 100 H12 2000 10,618,422 H12 2000 10,426,650 98.19

H17 2005 90,064 100 H17 2005 10,720,985 H17 2005 10,235,158 95.47

H22 2010 93,413 100 H22 2010 10,197,684 H22 2010 10,144,855 99.48

H27 2015 97,194 100 H27 2015 10,519,102 H27 2015 10,275,056 97.68

R2 2020 100,042 100 R2 2020 10,955,718 R2 2020 10,656,670 97.27
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表 2.3.8 年間総配水量の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.11 年間総配水量の変化 
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H22 2010 93,413 100 H22 2010 10,197,684 H22 2010 10,144,855 99.48

H27 2015 97,194 100 H27 2015 10,519,102 H27 2015 10,275,056 97.68
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表 2.3.9 年間有効水量の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.12 年間有効水量の変化 

 

 

 

 

 

給水人口及び普及率 年間総配水量 年間有効水量
元号 西暦 給水人口(人) 普及率(％) 元号 西暦 配水量(ｍ3) 元号 西暦 有効水量(ｍ3) 有効率(％)
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図 2.3.13 配水管系統図 
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図 2.3.14 水道施設及び配水系統図 
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2.3.5 下水道 

宜野湾市を対象として、昭和 15 年（1940 年）～令和 2 年（2020 年）について、国勢調査年で

ある 5ヵ年毎に下水道の普及状況を整理し、表 2.3.11、図 2.3.15 に示す。 

宜野湾市の下水道事業の計画概要を表 2.3.10 に示す。汚水処理については 2 処理区、雨水処理に

ついては、5 排水区に分けて計画している。 

下水道事業の全体計画区域は、都市計画に指定されている市街化区域及び市街化調整区域（軍

用地等）と埠頭を加えた 1,972.3ha としている。 

 

表 2.3.10 下水道事業の計画概要 
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表 2.3.11 下水道普及状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.15 下水道普及状況 
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面積
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ha ha ha ha ha ha ha % % % 人 人 人 人 人 人 人 % % %

S50 1950 1,937 1,102 94.71 4.89 8.59 0 55,180 75,000 8,316 1,727 15.07 3.13 20.77

S55 1955 1,937 1,102 202.03 10.43 18.33 0 62,892 75,000 16,000 10,103 25.44 16.06 63.14

S60 1960 1,937 1,301 755 306.45 15.82 40.59 0 68,989 41,420 25,800 21,942 37.40 31.81 85.05

H2 1965 1,937 1,937 1,703 648.53 462.79 318.04 793.28 33.48 38.08 46.58 76,357 81,400 65,800 40,926 28,615 47,545 70,975 53.60 37.48 69.92

H7 1970 1,937 1,937 1,901 1,339.00 515.57 425.62 1,429.28 69.13 70.45 75.19 83,068 81,400 65,800 61,175 45,403 63,620 77,676 73.64 54.66 74.22

H12 1975 1,951 1,969 1,913 1,619.48 646.15 528.86 1,736.77 83.01 84.66 90.79 86,867 105,000 88,900 71,182 64,370 72,895 84,990 81.94 74.10 90.43

H17 1980 1,969 1,972 1,923 1,721.71 694.64 598.57 1,817.78 87.44 89.53 94.53 90,064 105,000 89,000 78,990 77,437 80,926 87,848 87.70 85.98 98.03

H22 1985 1,970 1,972 1,923 1,763.26 708.01 615.19 1,856.08 89.51 91.69 96.52 93,413 110,100 97,900 85,068 81,998 86,914 92,516 91.07 87.78 96.39

H27 1990 1,980 1,972 1,927 1,832.86 1,236.4 1,142.60 1,926.61 92.57 95.11 99.98 97,194 99,200 95,500 93,329 73,762 96,279 96,328 96.02 75.89 79.03

R2 1995 1,980 1,972 1,928 1,790.64 1,236.4 1,432.79 1,894.20 90.44 92.88 98.25 100,042 93,100 91,700 95,862 79,992 98,488 99,271 95.82 79.96 83.44
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図 2.3.16 汚水処理分区 
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図 2.3.17 雨水排水区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.18 供用開始区域（汚水） 
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図 2.3.19 下水道計画一般図（汚水） 
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図 2.3.20 下水道計画一般図（雨水） 
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2.3.6 利水状況 

「沖縄県主要水系調査書（沖縄本島中南部地域）平成元年 3 月」より、普天間川、宇地泊川、

牧港川の利水状況の概要を抜粋する。 

 

(1) 普天間川 

本河川は、中城村南上原丘陵地に源を発し、その東方と西方両斜面の農耕地より集水し、

谷部を北側に流下し、北上原・新垣・登又等の集落を北上して流れ、途中、農業用ため池で

ある中城ダムが上流にある支川と中城村と北中城村の村界付近で合流し、中城村安谷屋、宜

野湾市普天間等で蛇行しながら西側（西海岸）に流れを変えて、国道 330 号を２連ボックス

暗渠で横断し、それより米軍施設キャンプ瑞慶覧内（北谷村字北前）を西側に流下し、ハン

ビー飛行場跡地の海域に注ぐ河川である。 

普天間川は指定延長 8.l km、 高低差 64m、流域面積 8.9km2 の２級河川である。河川の状

況としては、上流部は川幅が狭く、自然河川の状態を呈し、中流部の中城村新垣から宜野湾

市普天間にかけては河川改修が行なわれている。下流部は米軍基地内である。 

水質は上流は農耕地が大部分を占めているため、それほどの汚濁は認められないが、中流

部は宜野湾市の住宅密集地を通るため、家庭排水が河川に流れ込み都市河川のような汚濁が

みられる。 

本河川からの上水道、工業用水の利水及び施設はなく、又農業用水の取水施設もない。上

流部で移動ポンプによる利水はみられるが、ほとんどが lha 未満の野菜・花キ畑にかんがい

している程度である。 
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(2) 宇地泊川 

本河川は琉球大学がある丘陵地を源として南西に流下し、西原町森川の 330 号線付近から

西側に流れを変えて、浦添市と宜野湾市の境界を流下して宜野湾市我如古、頁栄原、浦添市

の西原等の住宅地の低地を流れ、県道 330 号線（真栄原橋）を横断し、浦添市嘉数、宜野湾

市大謝名の境界に沿ってパイ･ブラインの大謝名橋を通過して、浦添市の市街地を流れて、国

道 58号手前で牧港川に合流する都市河川である。 

 字地泊川は指定延長 6.0 km、 流域面積 8.1km2で都市部を流れる２級河川である。宇地泊

川に合流する支川後原川は、復帰前米軍によってセキが設けられ、取水囗が設けられ最近ま

で那覇市の上水道水源として使用されてきたが昭和 56 年１月から水質悪化により表流水の

取水が中止され、湧水のみ取水していたが、この湧水も汚染が進んだため、昭和 60年 10月、

取水の停止が行なわれた。また、上流には琉球大学学内にダムがあり、そこから農業用水が

取水されているが取水量は不明である。 
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(3) 牧港川 

 本河川は西原町字棚原および幸地を源として東南から北東に流下し、牧港湾（東支那海）

に河囗をもつ２級河川である。指定延長は浦添市当山東原から牧港河口に至る 3.3 ㎞で流域

面積は約 15.2km2である。 

河川概要は源の西原町字棚原および幸地の農用地域を流れて、県道５号線を横ぎり、浦添

市当山および伊祖の住宅地を流下して、大平インターの浦添橋の下を流れ、牧港市街地の境

橋および牧港第２橋、国道 58号を貫流し牧港港に続いている。河川の上流部は急速な宅地開

発が進行しており、坂田ハイツの住宅地・工場・給油所等から排水する汚水が河川に流入し

水質は上流部から汚濁している。また、中流部についても左岸・右岸とも住宅地となってお

り生活排水の流人がみられ、下流部は浦添市伊祖、牧港と浦添市の中心市街地を流下してい

る。牧港川は昭和 55年度に水質環境基準のＣ類型に指定されているが、環境基準は達成して

いない。本河川の利水施設としては県道５号線の陽迎橋付近に米軍によってセキ、取水口が

設けられ最近まで那覇市の上水道水源となっていたが、昭和 61年１月水質悪化と河川の維持

水量不足によって取水が停止された。その他の農業用水、工業用水の取水施設はない。 
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2.3.7 その他 

(1) 地下ダム 

地下ダムの概要を図 2.3.21 に示す。コンクリートの地中連続壁を建設して、地下水位を上

げて地中の地下水貯留量を増加させ、この増加した量が新規開発量となる。地下ダムの特徴

は、以下のとおりである。 

・砂漠、隆起サンゴ礁など、水がないところでの水資源を開発できる。 

・地震、津波、更には原発事故などの影響を受けにくく災害に強い。 

・原子力発電所の原子炉冷却用水の確保、放射能汚染水対策として、地震や津波の影響を

受けない。 

・現在の地上部分の土地利用や自然環境を変えることがない、洪水の被害にも強い。 

・短期間の工期と経済性に優れた水資源の開発ができる。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.21 地下ダムの概要 

開閉部 止水部 

不透水部 

Soil Mixing Wall(連続地中壁) 

Soil Mixing Wall 施工状況 
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日本を含む東アジア地域における地下ダムの建設状況について概観する。表 2.3.12 に東ア

ジア地域における地下ダムの施工状況（予定も含む）の一覧表を、図 2.3.22 にそれらの位置

図を示す。これらの図表からもわかるように 1980 年代以降、近隣の韓国、台湾、中国にお

いて地下ダムの施工事例が増加している。 

表 2.3.12 東アジア地域における地下ダムの建設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地下ダム開発の現状と今後の展開、地下水技術、第 51 巻第 1 号、2009 年 

図 2.3.22 東アジア地域における地下ダム位置図 
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地下ダムの堤長と総貯水量の相関図を図 2.3.23 に示す。透水性と空隙率が高い琉球石灰岩

は、地下ダム建設に最適の地質と言うことができ、沖縄・奄美地域で建設されている百万～

１千万 m3級の貯水量の地下ダムは、水源開発コストの観点からも、地表のダムに匹敵する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.23 地下ダムの堤長と総貯水量の相関図 

 

1) 松山市中島地下ダム 

愛媛県松山市の沖合に位置する中島に農林水産省の事業で1992 年に建設されたのが中島地下

ダム(総貯水量2.77 万m3)である。台風時の塩害に苦しんでいたミカン農家のために建設された。

止水壁工法としてはSMW 工法を採用している。 

中島地下ダムの諸元は、堤長 87.7m、堤高 24.8m、

締切断面積 1,357m2、貯留体積 277,000m3、集水

面積 0.62km2 である。帯水層は砂礫層からなり、

難透水性の粘土層を挟んで上位が不圧層、下位が

被圧層となっている。帯水層の透水係数は 1×

10-2～10-3cm/sである。 

水収支解析により、6/1～10/31 の 153 日間に

わたって 270m3/日、年間 40,000m3程度揚水でき

ることが確認されている。 

図 2.3.24 地下ダム（中島）の位置 
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2) 喜界地下ダム 

喜界島は、東京の南西方向におおよそ 1, 400km 隔たり、県都鹿児島市からは南南西に

380km、奄美大島の東方 22km の洋上にある。島の面積が 56. 9km2、周囲 48. 6km の隆起

珊瑚礁でできた小島である。島の産業は､農業を主軸に展開されており、なかでも基幹作物の

サトウキビは製糖業・糖晶加工業を支えるなど島の経済の大きな柱になっている。 

島には、山らしい山はなく、奄美十景に数えられる島の名勝地百之台（標高 203m）を最高

位にして、以下高さを異にする数段の段丘を成しており、概して起伏の少ない平坦な地形で

ある。島の地層は、下層に島尻層群と呼ばれる不透水性の泥岩、砂岩の互層が島全体の基盤

を形成し、その上層を厚さ 20～40m の琉球石灰岩が覆っている。琉球石灰岩は、多孔質で透

水性が良く、地下水の良好な帯水層としての役割をもっており、水を貯える格好の器となっ

ている。このような地質構造のため、降水は、速やかに地下浸透し、時を経て島内の段丘崖

下々海岸沿いの汀線に湧水となって流出している。当事業による地下ダムは、地下を流動す

る水を地中に壁体を造って堰き上げ石灰岩層を器に帯水させる新しい水源開発技術である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.25 水源開発イメージ 
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2.3.8 普天間基地周辺の既往地下水調査 

本業務の資料収集の一環として、沖縄県環境部環境保全課から、同課発注の業務「令和５年度

有機フッ素化合物汚染源調査委託業務」（応用地質・沖縄県環境保全研究所特定業務共同企業体：

令和６年３月）（以下、既往地下水調査業務）の報告書を借用し、普天間基地周辺において実施

された詳細な地質調査・地下水調査の調査・解析資料について、参考にさせていただいた。 

同報告書の中で、本業務において参考となる部分について、以下に示す。 

 

(1) 地質調査・地下水調査地点 

既往地下水調査業務で実施された地質調査（ボーリング調査）、地下水調査（観測井戸によ

る水位・水質調査）の調査地点を図 2.3.23 に示す。 

 

 

出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

図 2.3.26 地質調査・地下水調査地点 位置図 
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(2) 地質概要 

既往地下水調査業務で令和５年度に実施されたボーリング調査結果の概要について、以下

のとおりとりまとめられている。 

 

表 2.3.13 調査ボーリングで確認された地質や地下水の概要 

 

出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

 

表 2.3.14 地層の概要 

 

出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 
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出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

図 2.3.27 ボーリングコア写真・柱状図・観測井戸構造（R5-1, R5-2） 
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出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

図 2.3.28 ボーリングコア写真・柱状図・観測井戸構造（R5-3, R5-4） 
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(3) 琉球石灰岩（帯水層）と島尻泥岩（水理基盤）の形状 

既往地下水調査業務では、琉球石灰岩（帯水層）と島尻泥岩（水理基盤）の形状について、

ボーリング調査データに基づき、下図の通り解析を行っている。 

 

出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

図 2.3.29 琉球石灰岩（帯水層）の地盤上面等高線図（モデル図） 

 

出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

図 2.3.30 島尻泥岩（水理基盤）の地盤上面等高線図（モデル図） 
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出典：令和５年度有機フッ素化合物汚染源調査委託業務報告書 

図 2.3.31 シチャヌカー付近の島尻泥岩（水理基盤）の地盤上面等高線図および地質断面図 

 

 


